
確定給付企業年金の改善

（１）掛金拠出の弾力化
（「リスク対応掛金」の導入）

（２）柔軟で弾力的な給付設計
（「リスク分担型企業年金」の導入）



（平成28年度政府税制改正大綱）
確定給付企業年金の弾力的な運営等に係る税制上の所要の措置 （所得税、法人税 等）

２．制度の内容

老後所得の充実のため、公的年金を補完する私的年金の普及・拡大が求められている中で、

確定給付企業年金制度の多様化・柔軟化を図り、企業が私的年金を取り組みやすくするため、

新たに以下の仕組みを導入した際に掛金の損金算入を認める。

・将来の財政悪化を想定した、計画的な掛金拠出を可能とするリスク対応掛金の仕組みを導入すること

・運用リスクを事業主と加入者で柔軟に分け合う仕組みであるリスク分担型企業年金を実施可能とすること

積立金

景気悪化により積立金が減少
しても企業の追加負担は抑制
される

将来の財政悪化を想定
して予め追加的な掛金

（リスク対応掛金）を拠出

リスク対応掛金の仕組み（イメージ） リスク分担型企業年金の仕組み（イメージ）

加入者等の給付調整に
より対応する部分

事業主の掛金負担
により対応する部分

あらかじめ労使合意に
より固定されたリスク
対応掛金を拠出

リスク対応
掛金

掛金収入
現価

掛金収入
現価

積立金

給付現価

リスク対応
掛金

掛金収入
現価

掛金収入
現価

※ リスク対応掛金を拠出して
いなければ追加負担が発生

財源の変動に合わせて

給付を増減調整

給付現価

将来発生する
リスク

積立金

リスク対応
掛金

掛金収入
現価

掛金収入
現価

給付現価

将来発生する
リスク

確定給付企業年金について、
①事業主が将来の財政悪化を想定して計画的に拠出する掛金
②事業主が拠出する掛金で給付増減調整により運用リスクを事業主と加入者で分担する企業年金に係るもの 等
について、税制上の所要の措置を講じる。

確定給付企業年金について、
①事業主が将来の財政悪化を想定して計画的に拠出する掛金
②事業主が拠出する掛金で給付増減調整により運用リスクを事業主と加入者で分担する企業年金に係るもの 等
について、税制上の所要の措置を講じる。

１．大綱の概要
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（１）掛金拠出の弾力化
（「リスク対応掛金」の導入）
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○ 従来の確定給付企業年金（DB）では、不況などで積立不足が生じたとき、事業主に追加の掛金負担が
生じる。

○ このため、将来発生するリスクを算定し、労使の合意によりその範囲内においてあらかじめ掛金（リスク
対応掛金）を拠出し、不況時の追加拠出を不要とすることで、より安定的な運営を可能とするもの。

○ 2017（平成29）年１月施行。

リスク対応掛金

掛金拠出の構造（イメージ）

好況期 不況期

不況期には積立不足が生じやすく、
追加の拠出が求められる掛金の

拠出水準

好況期にあらかじめリスク対応掛金
を拠出することで、平準的な拠出と
なる

拠出水準のイメージ

積立金

掛金
収入現価

リスク
対応掛金

給付現価

※ リスク対応掛金とは、「将来発生するリスク」として、積
立金の資産構成に応じ、20年に一度の損失が起こると仮
定した場合の損失額を算定し、その範囲内で労使の合
意により拠出する掛金

積立金

掛金
収入現価

リスク
対応掛金

給付現価

積立金減少

リスク対応掛金導入後の仕組み（イメージ）

リスク対応掛金がなけれ
ば、積立不足が発生
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③掛金収入
現価

②積立金

①給付現価

〈 イメージ図 〉

③掛金収入
現価

②積立金 ①給付現価

剰余金剰余金

③掛金収入
現価

不足金不足金

財政悪化財政好転

【積立剰余が発生】

②積立金

積立不足額

（変 動）

【財政均衡】

全く予測どおり
になった場合

予測よりも
悪化した場合

予測よりも
好転した場合

起
こ
り
や
す
さ

（イメージ）「将来発生するリスク」を測定するためのルール

※ 受託保証型のＤＢや、簡易な基準で財政計算を行っているＤＢ （加入者数500人未満等が条件） は、測定を行
わない。

○ 現行では、積立不足が生じた場合に最大20年で償却することとされているため、現に積立不足が生じた場合でも安定
的な償却が可能となるよう、 「将来発生するリスク」は、20年程度に一度の損失にも耐えうる基準として定める。

一定期間経過後のＤＢの積立不足額

20年程度に一度の損失が発生する場合

【積立不足が発生】

①給付現価

20年程度に一度の損失に耐え
うる基準として、 を測定。
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□ 将来発生するリスクとして、将来の積立金の価格変動による積立金の減少を想定することとし、資産区
分ごとの資産残高に所定の係数を乗じた額の合計額※に基づき算定する。（標準方式）
※ 積立金が給付現価を超える場合や係数の定められていない資産（その他の資産）を保有する場合には、補正を行う。

□ ただし、厚生労働大臣の承認を得て、DBの実情に合った方式による算定を可能とする。（特別方式）
※ その他の資産の割合が２０％以上のDBにおいては、特別方式による算定を義務づける。

「将来発生するリスク」の具体的な測定方法（従来のDB）

＜標準方式の計算方法及び計算例＞

資産区分
係数の定められている資産

合計
その他の
資産※ 資産合計

国内債券 国内株式 外国債券 外国株式 一般勘定 短期資産

資産額 ６億円 ２億円 ２億円 １億円 ２億円 １億円 １４億円 １億円 １５億円

所定の係数 ５％ ５０％ ２５％ ５０％ ０％ ０％

資産額×
所定の係数の額

０.３億円 １億円 ０.５億円 ０.５億円 － －
２.３億円

(①)
× 1.07
（②）

２.４６億円
（③）

① 資産区分ごとに資産残高に所定の係数を乗じ、これらの合計額を算出。

② 係数の定められていない資産（その他の資産）の額を勘案した補正率を求める。
※ 積立資産の額が給付現価の額を上回る場合は、給付現価の額を上限として補正率を設定。

③ 「 ①の額 × ②の補正率 」が「将来発生するリスク」の額の測定値となる。

※  上記の例では、給付現価は２０億円（積立金 ＜ 給付現価）とする。
※  「その他の資産」の構成割合が一定範囲内である場合には、係数の定められている資産に基づ

き算定したリスクをもとに、簡便的に算定することとする。
※ 過去20年程度の各資産のインデックスから期待収益率と標準偏差を計算し、正規分布の片側

5%TVaR（Tail Value at Risk）として算定。
※ 上記の所定の係数は５年に１回程度見直しを行う。

補正率
（資産合計※）／（係数の定められている

資産合計）
＝15／14＝1.07

※積立資産の額が給付現価の額を上回る場合は、給付現価の額。 5



１．特別方式による算定を行う場合の手続き等
・ 「将来発生するリスク」を特別方式によって算定しようとするときは、予め厚生労働大臣の承認を受ける。
※ リスク分担型企業年金でないDBが以下の３つの算定方法によって「将来発生するリスク」を算定する場合は、規約変更に先立つ個別の厚生労働

大臣の承認は不要。
【価格変動リスク】
１ 現有資産の資産構成割合ではなく、政策的資産構成割合に基づき算定する方法
２ 事業所の増加や減少など積立金の額に増減が見込まれる場合にそれを織り込んで算定する方法
【予定利率低下リスク】
３ 予定利率が１％低下した場合の債務の増加額を見込む方法

・ 一旦特別方式の承認を受ければ、その後の決算又は財政再計算において当該特別方式を使用するが、年金数理人が数理計
算書類を確認する際に、使用中の特別方式が不適当である旨の所見を付した場合には、直ちに当該特別方式を変更し、又は
使用を中止する。

２．特別方式による算定を行う場合の基準
【「将来発生するリスク」の考え方】
① 給付現価から掛金収入現価及び積立金を控除した額が将来増加する危険に基づき算定するものであること。

（すなわち、資産と負債の差の変動に着目してリスクを算定する）
② 20年に1回の頻度で生じると想定される危険を測定するものであること。

【「将来発生するリスク」の考慮要素】
③ 「将来発生するリスク」の算定に当たっては、資産の価格変動リスクを考慮すること。

また、予定利率・予定死亡率・予定脱退率等の基礎率が実績と乖離するリスク（すなわち負債側のリスク）を考慮するよう努め
ること。
なお、リスク分担型企業年金においては、予定利率が実績と乖離するリスクは考慮すること。

【技術的要件】
④ 「将来発生するリスク」の算定に当たっては、関連する全ての重要かつ入手可能なデータ、情報及び手法を用いており、デー

タについては特別方式による算定が正確かつ頑健となるような期間にわたる数値を用いるものであること。

特別方式による「将来発生するリスク」の算定
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リスク対応掛金の設定方法（従来のDB）

□ リスク対応掛金は、財政再計算時に、労使合意に基づき、将来発生するリスクの範囲内で拠出水準を
定め、５～20年での均等拠出、弾力拠出又は定率拠出等により拠出する。

□ 現に発生している積立不足に対応する特別掛金と異なり、リスク対応掛金は将来のリスクに備えるた
めのものであることから、緊急度を考慮し、その拠出期間は特別掛金の償却期間よりも長期に設定する。

標準掛金収入現価
給付現価

将来発生する
リスク

積立金

現に発生している積
立不足

リスク対応掛金の
拠出水準※

リスク対応掛金
５～２０年で拠出

特別掛金
３～２０年で償却

※現に発生している積立不足
に対応するための掛金

※ リスク対応掛金を規約で定める場合は、厚生労働大臣の承認又は認可が必要

＜リスク対応掛金の設定ルール＞
① リスク対応掛金の拠出期間は特別掛金の償却期間よりも長期に設定
② ５～２０年の均等拠出のほか、弾力拠出や定率拠出を選択することも可能

均等拠出・・・一定期間、定額を拠出する方法
弾力拠出・・・拠出額の上下限を設定し、その範囲内で毎年度拠出する方法
定率拠出・・・毎年度、残高の一定割合を拠出する方法

※リスク対応掛金の拠出水準は労使
合意により設定
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① 均等拠出

② 弾力拠出

③ 定率拠出

拠
出
総

額

Ｎ年 最短期間

９年未満 ５年

９年以上11年未満 ６年

… …

15年以上 10年

（注） 当初５年間に限り段階的に額を引き
上げることができる。

（注） 残額が標準掛金の額以下となるときは、
全額を拠出できる。

Ｎ年に応じて定まる最短期
間で均等拠出した場合の
額

５年から20年の範囲の予
め定めた期間（Ｎ年）で均
等に拠出した場合の額

残額の一定割合（15％～50％）として
規約に定める額を拠出

5年から20年の範囲の予め定めた
期間で均等額を拠出

毎事業年度の拠出額を上下限の
範囲内で規約に定める

上限

下限

・・・

・・・

・・・

（イメージ）リスク対応掛金の設定方法

○ リスク対応掛金の設定方法の選択肢は以下のとおり。

拠
出
総

額

拠
出
総

額

※リスク対応掛金の拠出期間は特別掛金の償却
期間よりも長期に設定することが必要
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掛金収入
現価

掛金収入
現価

掛金収入
現価

掛金収入
現価

（参考）従来のDBにおけるリスク対応掛金の変更ルール①

（１） 新たに発生した積立不足に対応するために特別掛金を拠出する場合

積立金

リスク対応
掛金

給付現価

将来発生する
リスク

（２） 将来発生するリスクのうち、財源が確保されていない部分が変化する場合

積立金

リスク対応
掛金

給付現価

将来発生する
リスク

リスク対応掛金
を特別掛金に
振り替え

積立金

リスク対応掛金

給付現価

将来発生する
リスク

確保されて
いない部分

【前回財政再計算時】 【今回財政再計算時】

【当初】 【一定期間経過後】

＜ケース１＞（積立金の資産構成等の変化により、リスクが増加する場合）

特別掛金

○ 一度設定したリスク対応掛金は、原則として拠出が完了するまで変更しないが、以下のような場合には変更
を可能とする。

景気悪化により
積立金が減少

積立金

リスク対応掛金

給付現価

将来発生する
リスク

リスクの増加

※ ケース１は単純にリスクが増加したケースであるが、これ以外でも、財源が確保されていない部分が増加した場合には、
リスク対応掛金を新たに設定することができる。

リスク対応掛金を
新たに設定可能
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掛金収入
現価

（参考）従来のDBにおけるリスク対応掛金の変更ルール②

積立金

リスク対応掛金

給付現価

将来発生する
リスク

確保されて
いない部分

【前回財政再計算時】 【今回財政再計算時】

掛金収入
現価

掛金収入
現価

積立金

リスク対応掛金

給付現価

将来発生する
リスク

確保されて
いない部分

【前回財政再計算時】

積立金 給付現価

将来発生する
リスク

※なお、積立金が一定の基準（数理債務等の1.5倍）を超過
した場合は、通常の掛金も減少させる。

リスク対応掛金

＜ケース２＞（運用が好転し、財源がリスクを超過する場合）

【今回財政再計算時】

※ なお、掛金の恣意的な変更を抑制する観点から、財源が確保されていない部分が減少した場合でも、リスク
対応掛金の変更は認められない。

掛金収入
現価

積立金

リスク対応掛金

給付現価

将来発生する
リスク

リスクの減少

リスクは減少し
ているがリスク
対応掛金は変更
できない。

超過分について、
リスク対応掛金を
減少しなければな
らない。

◎ 上記にかかわらず、DB制度の分割・合併等の大きな制度変更があった場合には、リスク対応掛金を含めた掛金全体の
見直しを行う。
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○ 「恣意的な掛金拠出による過剰な損金算入を防止する」という税制上の観点から、一度設定し
たリスク対応掛金額は大きな事情変更が無い限り変更できない。

要件 変更内容

新たに過去勤務債務が発生する場合
特別掛金収入現価の増加額の範囲内で、リスク対応
掛金額を減少

将来発生するリスクのうち財源が確保されていない部分
が前回計算時より増加する場合

増加分に対して新たにリスク対応掛金を定め、前回
計算したリスク対応掛金に加算

・合併、分割
・規約型から基金型又は基金型から規約型へ移行
・加入者数の著しい変動
・加入者資格又は給付設計の変更
・他のDBとの権利義務の移転又は承継
・その他著しい変動があった場合（例：資産構成が大幅
に変更された場合）

リスク対応掛金を含めた掛金を再設定

（注） 特別掛金の償却期間の延長ができないことなどは現行ど
おり

＜リスク対応掛金を変更できる場合＞

＜リスク対応掛金を変更しなければならない場合＞

要件 変更内容

将来発生するリスクを超える財源が措置された
場合

リスク対応掛金を減少又はリスク対応掛金の拠出を終了

（参考）従来のDBにおけるリスク対応掛金の変更ルールの詳細
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将来発生する
リスク

①給付現価

②積立金

③掛金収入
現価

（リスク対応掛金を含む）

範囲内

〈 イメージ図 〉

リスク対応掛金の制度導入後
の財政均衡の考え方

②＋③が、 の範囲内にある
状態を財政均衡の状態と考える

従来の財政均衡の考え方

②＋③が、①の水準に一致する
状態を財政均衡の状態と考える

①給付現価

②積立金

③掛金収入
現価

一致

リスク対応掛金の制度導入後の財政均衡の考え方①

○ 従来は、財源が給付に一致している状態を「財政均衡」の状態としており、積立金の増減が積立剰
余や、積立不足の発生（＝掛金増加）に直接結び付く仕組みであった。

○ これに対し、リスク対応掛金の制度導入により、あらかじめ給付に必要な額以上の財源の手当が
可能となった。「将来発生するリスク」の範囲内にある限りは「財政均衡」の状態となり、従来に比べ
て積立剰余や積立不足の発生しにくい安定的な財政運営が可能となった。

財政均衡の状態に
｢幅｣ を設ける

従来に比べて積立剰余や
積立不足の発生しにくい
安定的な運営が可能

12



〈 イメージ図 〉

②積立金 ①給付現価

積立剰余の状態 財政均衡の状態

②積立金

①給付現価

②積立金

①給付現価

③掛金収入現価
（リスク対応掛金を含む）

将来発生する
リスク

③掛金収入現価
（リスク対応掛金を含む）

将来発生する
リスク

将来発生する
リスク

③掛金収入現価
（リスク対応掛金を含む）

積立不足の状態

規約に定める掛金が将来
発生するリスクを超過して
いる状態

＝

積立剰余

積立不足

規約に定める掛金が通常
の予測に基づく給付に対し
て不足している状態

＝

両者の間にある状態

＝

リスク対応掛金の制度導入後の財政均衡の考え方②

○ リスク対応掛金の制度導入後、積立剰余・積立不足の状態は、以下の図のとおりとなった。

13



（２）柔軟で弾力的な給付設計
（「リスク分担型企業年金」の導入）

14



○ リスク分担型企業年金は、事業主はあらかじめリスク対応掛金に相当する分を上乗せした固定の掛金を負担し、そのあらか
じめ拠出するリスク対応掛金を考慮してもなお積立不足が発生した場合、給付水準を調整して財政均衡を図る仕組みである。

○ このように、リスク分担型企業年金は、財政状況に応じて給付が調整される仕組みで、従来の確定給付企業年金（ＤＢ）とは
性質が大きく異なる。

○ 2017（平成29）年１月施行。

②積立金
①給付現価

剰余発生時 不足発生時財政均衡時

③掛金
収入現価

（リスク対応掛金含む）

将来発生
するリスク

増額

リスク分担型企業年金

＝

②積立金
①給付現価

将来発生
するリスク＝

調整なし

②積立金

①給付現価

将来発生
するリスク

＝

減額

③掛金
収入現価

（リスク対応掛金含む）

③掛金
収入現価

（リスク対応掛金含む）

リスク分担型企業年金における給付調整の仕組み（イメージ）
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（イメージ）リスク分担型企業年金の給付算定式

○ リスク分担型企業年金における給付の算定式は、従来のＤＢにおける給付の算定式に、「調整率」を乗じたものとして定
義される。

○ 「調整率」は、積立水準に応じて定まる率であるが、単年度ごとの変動を抑制するため、導入当初に定める方法により、
複数年度で平滑化したものを使用することも可能。（毎年度の調整率は規約に定める。）

リスク分担型企業年金における給付算定式

従来のＤＢにおける給付算定式※１ × 当該年度の調整率※２

※１ 従来のＤＢにおける給付算定式には、例えば以下のようなものがある。

加入期間比例 ・・・ 定額×加入期間
平均給与比例 ・・・ 加入期間中の平均給与×乗率×加入期間
最終給与比例 ・・・ 加入期間の最終給与×乗率
ポイント制 ・・・・・ 加入期間中のポイント×ポイント単価×乗率

※２ 調整率は、毎年度の決算において以下のように定める。

（ア） 剰余が生じている場合 （積立金と掛金現価の合計額が、給付現価と将来発生するリスクの合計額を上回る場合）

→ 調整率＝（積立金＋掛金現価－将来発生するリスク） ／ 調整を行わない場合の給付現価

（イ） 財政均衡している場合 （アとウの間の状況である場合）

→ 調整率＝１．０

（ウ） 不足が生じている場合 （積立金と掛金現価の合計額が、給付現価を下回る場合）

→ 調整率＝（積立金＋掛金現価） ／ 調整を行わない場合の給付現価

※ 給付の変動を抑制するため、上記の調整率を複数年度で平滑化することも可能とする。
※ 決算で確定した調整率は、遅くとも、当該決算の翌々事業年度の給付に反映させる。 16



各年度における（Ａ）～（Ｃ）を合算する形で規
約に規定（※（A）～（C）の内訳は規約上では
明記しない）

【制度導入時】

リスク分担型企業年金の掛金設定方法
□ リスク分担型企業年金では、制度導入時に、従来のＤＢと同様の掛金区分（標準掛金、特別掛金、リスク対

応掛金）に基づき算定した額の合算額に基づき掛金（率）を計算する。

□ 新規に制度を開始するときや制度が成熟していないときには積立金が十分でなく、将来発生するリスクを適
切に見込めないため、一定期間経過後の積立金の額を推計し、その推計額に基づきリスクを見込む等の特
則を設ける。

※ リスク分担型企業年金では、一度設定した掛金を固定する仕組みであるため、導入時に適切なリスクを見込むことが必要

給付現価
（将来期間分）

給付現価
（過去期間分）

（Ｂ）リスク対応掛
金収入現価

（Ａ）標準掛金
収入現価

（Ｃ）特別掛金
収入現価

（A）将来の給付に対応するため永
続的に拠出

（C）過去の積立不足に対応するため
に３～20年で拠出

（B）将来の積立不足のリスクに対応す
るために５～20年で拠出

⑤リスク分担型企業年金の開始
時に、毎年度の掛金を設定

（Ａ）標準掛金相当分

（Ｂ）リスク対応掛金相当分

（Ｃ）特別掛金相当分

導入後の経過年数

給付現価
（過去期間分）

給付現価
（将来期間分）

標準掛金
収入現価

積立金（推計）

【一定期間経過後（推計）】
③将来発生するリスクを適切に見込むために、一定期間経過後の

積立金の推計額等を用いて将来発生するリスクを測定

※標準掛金のみを前提に一定期間経過後（いわゆ
る定常状態になったとき）の積立金を推計

①
標
準
掛
金

を
設
定

掛金（率）

＜リスク分担型企業年金の掛金設定イメージ（下の①～⑤の順で設定）＞

④
リ
ス
ク
対
応

掛
金
を
設
定

①
特
別
掛
金

を
設
定

②
一
定
期
間
経
過
後
の

積
立
金
を
推
計

将来発生する
リスク
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リスク分担型企業年金における掛金の変更

導入後の経過年数

掛金（率）

掛金変更

（当初の特別掛金・
リスク対応掛金相当分）

（当初の標準掛金相当額）

(2)リスク対応掛金相当分の
追加

(1)永続的に拠出する掛金の
増加又は減少

○ リスク分担型企業年金では、当初設定した掛金を固定する仕組みであり、給付改善等の
制度設計に関する新たな労使合意を行わない限り掛金の変更を行わない。

○ 新たな労使合意に基づき掛金を変更する場合にあっては、恣意的な掛金拠出による過剰
な損金算入が行われないよう、その変更方法を限定する。

＜リスク分担型企業年金の掛金の変更方法＞
リスク分担型企業年金における掛金の変更は、以下の(1)又は(2)（あるいはこれらの併

用）によるものとする。
(1) 当初設定した永続的に拠出する掛金を増加又は減少させる。
(2) リスク対応掛金を新たに設定する場合と同様に、拠出しようとする掛金の総額を定め、

従前の掛金に追加する。

（イメージ）
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「将来発生するリスク」の具体的な測定方法（リスク分担型企業年金）

＜リスク分担型企業年金におけるリスク測定方法（標準方式）＞

②予定利率が低下した場合

の財政状況を推計

掛金収入現価

（リスク対応掛金
を除く。）

給付現価

掛金収入現価

（リスク対応掛金
を除く。）

給付現価

掛金収入現価

（リスク対応掛金
を除く。）

給付現価

【制度開始時のイメージ】

（一定期間経過後の積立金を推計）
（一定期間経過後に予定利率低下した場合

の積立不足を推計）

積立金

（①＋②の範囲内で
リスク対応掛金を設

定）

（①＋②の範囲内で
リスク対応掛金を設

定）

給付現価

（リスク計算後）

（リスク計算前）

従来のDBと同様の方法に
よりリスクを測定

②予定利率低下リスク

①価格変動リスク

掛金収入現価

（リスク対応掛金
を除く。）

①一定期間経過後の

財政状況を推計

予定利率の低下により発生する積立不足を
予定利率低下リスクとして測定 積立不足

①価格変動リスク

将来発生
するリスク

□ リスク分担型企業年金における将来発生するリスクの算定方法として、所定の方法により算定する方式（標
準方式）と、厚生労働大臣の承認を得て実情に合わせて算定する方式（特別方式）を可能とする。

□ ただし、リスク分担型企業年金においては、最初に設定した掛金を固定する仕組みであり、発生するリスクの
大きさを導入時から適切に見込む必要があることから、標準方式では、
① 将来の積立金の価格変動により積立金が減少するリスク （価格変動リスク）※

② 今後の金融経済環境等の変化に伴い、予定利率が低下するリスク（予定利率低下リスク）
を合算することにより、制度導入時の予定利率の変動リスクを加味する。
※ 価格変動リスクは、従来のDBの標準方式と同様、資産区分ごとに所定の係数を乗じた額の合計額に基づき算定

□ 標準方式で係数の定められている資産以外の資産の割合が10％以上の場合や、予定昇給率や予定脱退率
等の基礎率変動が重要と認められる場合には、特別方式によらなければならない。

※資産構成は政策的資産構
成割合に基づき設定

積立金
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資産区分
係数の定められている資産

合計
その他の資

産
資産合計

国内債券 国内株式 外国債券 外国株式 一般勘定 短期資産

政策的資産構成割合 50% 20% 10% 10% 5% 3% 98% 2% 100%

積立金の推計値×政策
的資産構成割合（推計

資産額）
25億円 10億円 ５億円 ５億円 2.5億円 1.5億円 49億円 １億円 50億円

所定の係数 ５％ ５０％ ２５％ ５０％ ０％ ０％

推計資産額×
所定の係数の額

1.25億円 5億円 1.25億円 2.5億円 － －
10億円
(①)

×補正率※

（②）
10.2億円
（①×②）

リスク分担型企業年金における標準方式の算定方法
○ リスク分担型企業年金における標準方式による「将来発生するリスク」は、以下の価格変動リスクと予定利率低下

リスクの合計額とする。
価格変動リスク：一定期間経過後の積立金及び政策的資産構成割合（長期にわたり維持すべき資産の構成割合）に

基づき資産区分ごとの資産額を推計し、リスク分担型でない場合の標準方式と同様の所定の係数を用いて算定
した価格変動のリスク

予定利率低下リスク：一定期間経過後に予定利率が低下（例えば１％低下）した場合の積立不足

① 制度発足後、一定期間経過したときの積立金を推計
※ 当該リスク分担型企業年金の加入率等を用いて、定常状態を推計する

＜リスク分担型企業年金における標準方式の計算方法及び計算例＞

② ①で推計した積立金と政策的資産構成割合に基づき、所定の係数を用いて価格変動リスクを推計

掛金収入現価 ３０億円
給付現価 ８０億円

積立金 ５０億円

（推計結果）

③ 一定期間経過後、予定利率が低下した場合の積立不足を推計

積立不足 １０億円

給付現価 １００億円掛金収入現価 ４０億円

積立金 ５０億円

（推計結果）

④ ②及び③から、将来発生するリスクを推計
将来発生するリスク ＝ １０．２億円 ＋ １０億円 ＝ ２０．２億円

※ 補正率＝資産合計／係数の定められている資産合計

20



リスク分担型企業年金における財政再計算時の取扱い

○ リスク分担型企業年金では、財政再計算を行っても掛金（率）の変更は行わない。

○ ただし、基礎率を見直すことにより将来発生するリスクや現価が変化するため、調整率が見直される場合がある。

積立金

給付現価
（調整率＝1.0）

将来発生する
リスク

掛金収入現価

① 財政再計算実施前

積立金

給付現価
（調整率＝1.0）

将来発生する
リスク

掛金収入現価

② 財政再計算により基礎率を見直し、
収支バランスが変化する場合

③ 収支がバランスするよう
調整率を変更

積立金

給付現価
（調整率＜1.0）

掛金収入現価

将来発生する
リスク

減額調整

財政再計算で掛金（率）は見直さないが、基
礎率（予定利率、予定脱退率等）の見直しを
行うため、掛金収入現価、給付現価や将来
発生するリスクが変化

掛金収入現価、給付現価や将来発生するリ
スクの変化に伴い、調整率が変化

＜財政再計算時のイメージ＞
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リスク分担型企業年金のガバナンス①（加入者代表が参画する委員会の設置）

○ リスク分担型企業年金は、財政状況に応じて給付が調整される仕組みであることから、加入者が運用の意
思決定に適切に参画する仕組みが重要となる。

○ このため、企業年金部会におけるガバナンスの議論を踏まえ、リスク分担型企業年金では、加入者の代表
が参画する委員会を設置して、
① 運用の基本方針に関して、方針の作成・変更時に加えて、年１回以上、加入者代表に意見を述べる機会

を与える
② 加入者代表の求めに応じて、詳細な運用実績等を開示する
など、ガバナンスを強化している。

【基金型の場合】 【規約型の場合】

代
議
員
会

理
事
会

事
業
主

労
働
組
合
等

○ 加入者代表の参画は必須（受給権者の参画も可能）。

○ 資産運用などに関する外部有識者を参画させることも可能。

○ 加入者代表は、受託機関から提供された運用結果報告書など
詳細な運用実績や調整率・超過比率に係る情報の開示を要求で
きる。

○ 事業主・基金は、運用の基本方針の作成・変更に当たって、加
入者代表が述べた意見を十分に考慮しなければならない。

意見

○ 加入者代表を構成員とする資産運用委
員会を設置している場合は、当該委員会
によって代替可能。

○ 基金型の場合には、委員会の設置に代
わって以下の措置を講ずることが可能。
・加入者に運用の基本方針に関する意見
提出の機会を与えること

・運用の基本方針の作成・変更を代議員
会の付議事項とすること

・代議員から要求があれば、受託機関か
ら提示された運用報告書など詳細な運
用実績や調整率・超過比率に係る情報
を開示すること

意見
委員会
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リスク分担型企業年金のガバナンス②（加入者・受給権者への周知）

○ リスク分担型企業年金では、財政状況に応じて給付が調整される仕組みであることから、企業年金部会に
おけるガバナンスの議論を踏まえ、
・ 給付額の改定に用いる「調整率」について、その算出方法や算出根拠となったデータなどを業務概況にお

ける周知事項として位置付けるとともに、
・ 加入者に加えて、受給権者に対しても同様に周知する
など、加入者や受給権者に対する周知内容を追加している。

【確定給付企業年金法施行規則で義務付けている業務概況の周知事項】（同規則第87条）

１ 給付の種類ごとの標準的な給付の額及び給付の設計

２ 加入者の数及び給付の種類ごとの受給権者の数

３ 給付の種類ごとの給付の支給額その他給付の支給の概況

４ 事業主が資産管理運用機関等に納付した掛金の額、納付時期その他掛金の納付の概況

５ 積立金の額と責任準備金の額及び最低積立基準額との比較その他積立金の積立ての概況

６ 積立金の運用収益又は運用損失及び資産の構成割合その他積立金の運用の概況

７ 基本方針の概要

８ 調整率の推移その他調整率に関する事項 （リスク分担型企業年金に限る）

９ その他確定給付企業年金の事業に係る重要事項

通知において、具体例として以下の事項を示している。

① 年金額改定のルール

② 過去５年程度の調整率の推移

③ ②の調整率の算出根拠となったデータ

④ その他、調整率に重要な影響を与えると認められる事項 23



① リスク分担型と従来型のそれぞれで経理するとともに、資産をそれぞれに区分すること。

同一規約におけるリスク分担型と従来型の併用について

□ １つの規約内でリスク分担型と従来型の両方を実施することについては、以下の問題があるため、
原則として認めないが、これに対する相応の措置を講じた場合のみ許容する。

・ リスク分担型企業年金は固定された掛金拠出に基づく財源により給付が定まるものであり、

帰属する財源を明確に特定しなければならない。

・ リスク分担型と従来型で利害関係が異なっているので、同一のガバナンスでは正常な

意思決定が行われない可能性がある。

リスク分担型と従来型との併用を認める要件

② 基金型の場合、代議員会の下にリスク分担型の意思決定に係る委員会（リスク分担型の給付を受け
る加入者の意向を反映できるように構成）を設け、当該委員会で方針決定したリスク分担型企業年金
に関する意思決定を尊重したうえで代議員会における議決等を行うこととすること

← 通常の代議員会のみでは、リスク分担型の運営について、リスク分担型に直接的に関与する者
の意向が適切に反映されない可能性がある。
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〈 給付減額を行う場合の手続要件 〉

加入者の給付減額を行う場合 受給者の給付減額を行う場合

・ 全加入者に対する事前の十分な説明
・ 加入者の3分の1以上で組織される労働組合が

ある場合は、当該労働組合の同意の取得
・ 加入者の3分の2以上の個別同意の取得

（加入者の3分の2以上で組織される労働組合がある場合は、

当該労働組合の同意をもって、これに代えることができる）

・ 全受給者に対する事前の十分な説明

・ 受給者の3分の2以上の個別同意の取得

・ 希望者に減額前の給付を一時金で支給

給付減額の判定基準と手続要件

○ 従来の確定給付企業年金（DB）では、給付設計の変更を行う際、給付現価や最低積立基準額が減少す
る場合に給付減額と判定している。

○ 給付減額と判定された場合は、手続要件として、給付減額に該当する者の個別の同意等を得ることと
なっている。

(a) 給付設計の変更前後の総給付現価が減少する場合

(b) 一部の加入者又は受給権者等について、当該者に係る給付現価が給付設計の変更

によって減少する場合

(c) 各加入者又は各受給権者等の最低積立基準額が減少する場合

のいずれかに該当する場合、給付減額と判定

＜ 給付減額を行う場合の手続要件 ＞

＜ 給付減額の判定基準＞

※ 給付減額の対象となる加入者・受給者が一部に限られる場合には、その対象となる者の３分の２以上の個別同意が必要。なお、給付減額の対象となる
加入者の３分の２以上で組織される労働組合がある場合は、当該労働組合の同意をもって、加入者の個別同意に代えることができる。 25



リスク分担型企業年金における給付減額判定の考え方

○ リスク分担型企業年金では、給付水準である給付現価が減少する場合に加えて、その後の掛金の変更で
掛金収入現価が減少する場合も、財政バランスの変化を通じて減額調整が生じる可能性が高まるため、給付
減額と判定している（法令解釈通知）。

○ 従来の判定基準の適用

給付設計の変更により「①給付現価」が減少する場合
⇒ 給付が減少するため給付減額と判定

掛金の変更で「③掛金収入現価」が減少する場合
⇒ 財政バランスの変化を通じて減額調整が生じる可

能性が高まるため、給付減額と判定
具体的には、「①給付現価」に対する、「（②＋③）給

付の原資」が「基準ライン」を超過する分の比率（以下
「超過比率」。上記の場合は0.15）が低下する場合に給
付減額と判定

○ 給付の原資に基づく判定基準の適用

③掛金収入現価
（リスク対応掛金含む）

②積立金

将来発生する
リスク

①給付現価

③掛金収入現価

②積立金

将来発生する
リスク

①給付現価

基準ライン

「①給付現
価に、将来
発生するリ
スクの２分
の１を加え
た水準」

１５

９０

６０

１００

５５
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リスク分担型企業年金への移行時の給付減額判定

○ 従来の確定給付企業年金（DB）からリスク分担型企業年金への移行時は、給付の性質を大
きく変更するものであるため、給付減額と判定している。

○ 従来の確定給付企業年金（DB）

追加拠出を行うことで積立不足を
解消し、給付水準を維持する

③掛金収入現価
（リスク対応掛金含む）

②積立金

①給付現価

③掛金収入現価

②積立金

①給付現価

＜ 積立不足が発生した場合の対応 ＞

○ リスク分担型企業年金

あらかじめリスク対応掛金を拠出
しつつ、給付水準の調整により財政
均衡を図る

給付の性質
が大きく変化
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リスク分担型企業年金への移行時の給付減額手続

○ 移行時において、「給付の原資（②積立金＋③掛金収入現価）の水準」が「①給付現価に、将来発生する
リスクの２分の１を加えた水準」を上回っている場合は、その後の資産の価格変動等を考慮すると、減額調
整よりも増額調整が生じる可能性が高いため、給付減額手続のうち個別の同意等は不要としている。

「給付の原資（②積立金＋③掛金収入現価）の水準」と「①給付現価に、将来発生するリスクの２分の
１を加えた水準」の大小関係に応じて、給付減額手続を区別している

＜ 移行時の給付減額手続 ＞

③掛金収入現価

②積立金

増額調整
の可能性

減額調整
の可能性

将来発生する
リスク

（うち２分の１水準）

①給付現価

・ 全加入者に対する事前の十分な説明

・ 全受給者に対する事前の十分な説明

・ 受給者のうち希望者には、年金給付に代
えて移行前の給付を一時金で支給

増額調整が生じる可能性が高い場合

以下の手続を課す一方、個別の同意等は不要

③掛金収入現価

②積立金

増額調整
の可能性

減額調整
の可能性

将来発生する
リスク

（うち２分の１水準）

①給付現価

減額調整が生じる可能性が高い場合

個別の同意等を含め、従来の確定給付企業
年金における「給付減額を行う場合の手続要
件」と同じ

28



将来発生
するリスク

②積立金

③掛金
収入
現価

①給付現価

リスク分担型企業年金で事業所が減少するときの取扱い

□ リスク分担型企業年金では、事業所が減少する際に財政バランスが崩れ（※）、減少事業所以外の事
業所における、現在又は将来の調整率が変化する可能性がある。

※ 資格喪失による一時金の支給額や他制度に積立金を移換する額が大きい場合に、財政バランスが崩れる場合がある

□ そこで、他の実施事業所の調整率や超過比率が減少しないように、減少事業所の加入者に支給する一時
金や他制度に移換する積立金を定めることを可能とする。

〈 イメージ図 〉
加入者の減少に
伴い減少

事業所
減少後

積立金の減少に
伴い減少

加入者に支給又は他制度へ移換
（財政がバランスするように金額を定める）

事業所減少前と財政バランスが変わらない。
（調整率や超過比率が不変）

将来発生するリスク

③掛金収入
現価

①給付現価

②積立金
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将来発生
するリスク

③掛金収入
現価

①給付現価

②積立金

リスク分担型企業年金で事業所が増加するときの掛金設定

□ 従来のDBでは、実施事業所の増加により、新たに過去勤務債務が生じたときには、当該事業所に対して、

当該過去勤務債務を償却するための掛金（特別掛金）を任意で設定することができる。

□ リスク分担型企業年金では、実施事業所の増加により調整率や超過比率が低下する可能性がある
ことから、増加する事業主に対して他の事業所と異なる掛金（※）を定めることを可能とする。

※掛金の設定方法やあらかじめ定めた掛金を固定する仕組みは通常のリスク分担型企業年金と同様。

将来の積立金
の増加に伴い増加

事業所
増加後

〈 イメージ図 〉

加入者の増加に伴い増加

増加する事業主に他の事業所と異なる掛金を設定
（財政がバランスするように金額を定める）

事業所減少前と財政バランスが変わらない。
（調整率や超過比率が不変）

③掛金収入
現価

①給付現価

将来発生
するリスク

②積立金
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